
議案第 ２７ 号 

 

令和７年度 市川町水道事業会計予算 

 

（総則） 

第１条 令和７年度市川町水道事業会計予算は、次に定めるところによる。 

 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

 

（１）給 水 戸 数    市川町       ４,９１０ 戸 

加西市       ７,０２０ 戸 

（２）年 間 総給水 量     市川町  １,０９５,９１２ ㎥ 

加西市  １,０５８,５００ ㎥ 

（３）一日平均給水量    市川町         ３,００２ ㎥ 

加西市         ２,９００ ㎥ 

（４）主な建設改良事業 

         （ア）配水管布設工事費  ４９５,８５４千円 

         （イ）施 設 維 持 費   ６１,０３８千円 

 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収  入                    （単位 千円） 

第 １ 款 水 道 事 業 収 益 ４１６,０９７ 

第 １ 項 営 業 収 益 ３０９,１２０ 

第 ２ 項 営 業 外 収 益 ４０,３０９ 

第 ３ 項 特 別 利 益  ６６,６６８ 

 

支  出                    （単位 千円） 

第 １ 款 水 道 事 業 費 用 ３７６,８３３ 

第 １ 項 営 業 費 用 ３４９,９２４ 

第 ２ 項 営 業 外 費 用 ２１,８９７ 

第 ３ 項 特 別 損 失 ３,０１２ 

第 ４ 項 予 備 費 ２,０００ 
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（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が

資本的支出額に対して不足する額 ２４９,２９２ 千円は、過年度損益勘定留

保資金１９９,４７２ 千円と、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整

額 ４９,８２０ 千円で補てんするものとする。）。 

 

収  入                    （単位 千円） 

第 １ 款 資 本 的 収 入 ４７３,７００ 

第 １ 項 企 業 債 ３３６,６００ 

第 ２ 項 工 事 負 担 金 １３７,１００ 

 

支  出                    （単位 千円） 

第 １ 款 資 本 的 支 出 ７２２,９９２ 

第 １ 項 建 設 改 良 費 ５７１,０９２ 

第 ２ 項 企 業 債 償 還 金 １５１,９００ 

 

 

（企業債） 

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおり

と定める。 

（一時借入金） 

第６条 一時借入金の限度額は、５０,０００千円と定める。 

 

 

 

起債の目的 限度額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法 

 

 

 

石 綿 管 

更 新 事 業 

 

 

 

336,600 千円 

 

 

 

証 書 借 入 又

は 証 券 発 行

は 

 

 

3.8％以内 

（ただし、利率見

直 し 方 式 で 借 り

入 れ る 政 府 資 金

等について、利率

の 見 直 し を 行 っ

た後においては、

当 該 見 直 し 後 の

利率） 

償還 期限４ ０年以 内

（う ち据置 期間５ 年

以内）にするものとす

る。ただし、借入先の

融資条件に従い、また

は財 政の都 合によ り

繰上償還をし、償還年

限を 短縮す ること が

できる。 
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（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとお

りと定める。 

（１）営 業 費 用 

（２）営 業 外 費 用 

（議会の議決を経なければ流用することができない経費） 

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に

流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決

を経なければならない。 

（１）職員給与費     ６７,８０２千円 

（たな卸資産の購入限度額） 

第９条 たな卸資産の購入限度額は１０,０００千円と定める。 

 

 

 

令和７年３月４日  

提出者 市川町長  津 田 義 和 
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　　　収益的収入及び支出

　　　　　　収　　　入

予 定 額

１. 水道事業 416,097

収 益
１. 営業収益 309,120

１. 給水収益 302,635

１. 水道使用料 302,635

       4,910戸  

       7,020戸  

    18.6㎥/月  186,200

   2,900㎥/日　 116,435

２. 受託工事 2,000

収 益

３. そ の 他 4,485

営業収益
１. 材料売却収益 110

消火栓維持
管 理 収 益

３. 修繕工事収益 220

開栓手数料 ３５件

給水工事指定手数料  １０件

５. 他会計負担金 3,061

２. 営 業 外 40,309

収     益
１. 受取利息及 1,404

び 配 当 金 １. 預 金 利 息 1,404

２. 加　 　入 990

３. 消 費 税 1

還 付 金
１.消費税還付金 1

４. 長期前受 37,884

金 戻 入
１. 工事負担金 24,060

２. 国庫補助金 13,820

３. 県費補助金 4

５. 雑 収 益 30

１. その他雑収益 30 水道用地占用料

3. 特別利益 １.
そ の 他
特 別 利 益

66,668

１.その他特別利益 66,668 加西市より企業債繰上償還金分

令和７年度　市川町水道事業会計予算実施計画

分 担 金
9901.

（単位　千円）

款 項 目

７５１基

節 備　　　考

給水戸数

１. 新設工事収益

給配水管修理代

給  水  量   

消火栓維持管理

設計審査等手数料

2,000

827

新設給水工事収益

下水道事業事務負担金

預金利息

１５戸新設給水工事加入金  　　　φ13    

１５件

鉄ブタ外

２.

手 数 料

加入分担金

267４.

   町  　 内

   加 西 市

   町  　内  一戸平均

   加 西 市
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予 定 額

１. 水道事業 376,833

費 用 １. 営業費用 349,924

１. 原水及び 59,203

浄 水 費 １. 給 料 7,402 一般職員給料　　１名分 4,894

会計年度任用職給　　１名分 2,508

２. 手 当 4,986 一般職手当

780

扶養手当 432

179

792

勤勉手当 664

地域手当 123

500

104

533

448

380

51

３.
賞与引当金
繰　 入 　額

732

４. 法定福利費 2,947

市町村職員共済組合負担金 1,510

67

759

13

10

公務災害負担金 13

社会保険負担金 345

230

法 定 福 利 費

引当金繰入額

６. 旅 費 20

７. 備品消耗品費 150

８. 燃 料 費 339

９. 通信運搬費 184

10. 委 託 料 14,304 1,452

653

1,419

10,479

81

220

公務災害負担金

職員出張旅費

賞与引当金繰入金

浄水場草刈業務委託料

中央監視装置保守委託料

浄水場管理委託料

期末手当

漏水調査委託料

市町村職員共済組合負担金

時間外勤務手当

施設管理委託料

電気保安委託料

消 耗 品

追加費用負担金

款 項 節

　　　　支　　　出

目

会計年度任用職手当

通勤手当

管理職手当

備　　　考

会計年度任用職

通勤手当

県互助会負担金

５.

日直手当

法定福利費引当金繰入金

（単位　千円）

退手組合負担金

一般職

地域手当

147

ガソリン外

期末手当

勤勉手当

電話料、回線専用料
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予 定 額

11. 手 数 料 608

12. 賃 借 料 52

13. 修 繕 費 517

14. 路面復旧費 200 町道、県道復旧費

15. 動 力 費 23,000

16. 薬 品 費 2,860

17. 材 料 費 100

18. 補 償 費 300

19. 保 険 料 343

20. 公 課 費 12

２. 配水及び 85,942

給 水 費 １. 給 料 9,394 一般職員給料　　１名分 4,399

4,995

２. 手 当 5,167 一般職手当

396

53

759

勤勉手当 619

96

350

10

70

1,062

892

760

100

３.
賞与引当金
繰　 入　 額

629

４. 法定福利費 3,249

市町村職員共済組合負担金 1,350

59

682

公務災害負担金 10

9

公務災害負担金 24

社会保険負担金 688

市町村職員共済組合負担金 427

法 定 福 利 費

引当金繰入額

６. 旅 費 30

水源地、浄水場電気代

（単位　千円）

通勤手当

自動車重量税

退手組合負担金

水質検査手数料外

賞与引当金繰入金

一般職

時間外勤務手当

会計年度任用職手当

特殊勤務手当

款 項 目

会計年度任用職

通勤手当

電柱使用料外

節

５.

時間外勤務手当

期末手当

126

地域手当

県互助会負担金

次亜塩素酸ソーダー外

追加費用負担金

修繕用材料費

地域手当

浄水場施設修繕費外

自動車損害賠償保険料外

職員出張旅費

扶養手当

勤勉手当

災害補償費外

備　　　考

会計年度任用職給　　２名分

期末手当

法定福利費引当金繰入金
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予 定 額

７. 備品消耗品費 495

８. 燃 料 費 590

９. 通信運搬費 499

10. 委 託 料 9,680 4,590

607

3,311

605

管路管理システム保守委託料 146

421

11. 手 数 料 1,937

12. 賃 借 料 1,061 積算システム利用料、公用車リース料外

13. 修 繕 費 10,420 水源地、加圧所、水道管等施設修繕費

14. 路面復旧費 700 町道、県道復旧費

15. 動 力 費 34,800

16. 薬 品 費 2,530

17. 材 料 費 2,640 修繕用材料費外

18. 補 償 費 500

19. 保 険 料 1,486

20. 公 課 費 9

３. 受託工事費 2,000

１. 受託工事費 2,000

４. 総 係 費 23,559

１. 給 料 4,619 一般職員給料　　１名分

２. 手 当 1,831 一般職手当

120

648

610

350

93

10

３.
賞与引当金
繰 　入 　額

632

４. 法定福利費 2,122 一般職

1,325

59

716

12

県互助会負担金 10

法 定 福 利 費

引当金繰入額

６. 旅 費 20

７. 備品消耗品費 507

時間外勤務手当

施設管理委託料

水道管災害賠償責任保険料外

（単位　千円）

職員出張旅費

追加費用負担金

災害補償費外

廃棄物処分委託料

５. 127

特殊勤務手当

退手組合負担金

地域手当

中央監視装置保守委託料

備　　　考目 節

次亜塩素酸ソーダー外

市町村職員共済組合負担金

款 項

自動車重量税

通勤手当

水源地、加圧所電気代

消耗品外

ガソリン、オイル外

電話料、回線専用料

漏水調査委託料

新設給水工事代

勤勉手当

水質検査手数料外

公務災害負担金

電気保安委託料

消 耗 品

期末手当

法定福利費引当金繰入金

賞与引当金繰入金
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予 定 額

８. 印刷製本費 1,470

9. 通信運搬費 350

10. 広 告 料 15

11. 委 託 料 6,062 1,082

1,000

3,980

12. 手 数 料 2,102

13. 賃 借 料 2,925 システムリース料

14. 研 修 費 20 水道事業各種研修費

15. 食 糧 費 10

16. 負 担 金 197

17. 保 険 料 50

18.
貸倒引当金
繰　 入 　額

500

５. 減価償却費 174,020

有形固定資産 174,020 5,674 上水分

減 価 償 却 費 137,198 156,770

30,886 用水分

242 17,250

20

６. 資産減耗費 5,100

固 定 資 産

除 却 費

た な 卸

資 産 減 耗 費

７. そ の 他 100

営業費用 １. 材料売却原価 100

２. 営 業 外 21,897

費 用 １. 支払利息 18,837

１. 企業債利息 18,836 17,418

1,418

一時借入金

利 息

２. 雑 支 出 60

１. 雑 支 出 60

３. 消 費 税 3,000

１. 消 費 税 3,000

３. 特別損失 3,012

１. そ の 他 3,012

特別損失 １. そ の 他 3,012 繰上償還補償金 財政融資資金 2,114

特 別 損 失 機　構　資　金 898

４. 予 備 費 2,000

１. 予 備 費 2,000

１. 予 備 費 2,000

（単位　千円）

食 糧 費

備　　　考

材料売却原価

たな卸資産減耗費

固定資産除却費

水道料金納入通知書外

水道災害等対応指針策定業務委託料

建     物

２. 100

検 針 業 務 委 託 料

予備費

消費税

雑支出

２.

用 水 分

災害共済保険料

5,000

貸倒引当金繰入額

項 目 節

車両運搬具

構 築 物

郵 券 代

１.

一時借入金利息

款

１.

日本水道協会負担金

1

折 込 代

上 水 分

事務用機器保守委託料

工具器具備品

機械及び装置

振替手数料外 
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　　　資本的収入及び支出

予 定 額

１.資本的収入 473,700

１. 企 業 債 336,600

１. 企 業 債 336,600

１. 企 業 債 336,600

2. 工 事 137,100

負 担 金 １. 工事負担金 137,100

１. 工事負担金 137,100 132,600   

4,500      

予 定 額

１.資本的支出 722,992

１. 建 設 571,092

改 良 費 １. 配水管布 495,854

設工事費 １. 給 料 8,170 一般職員給料　　２名分

２. 手 当 5,488 一般職手当

198

198

1,861

勤勉手当 1,527

住居手当 336

168

1,200

３. 法定福利費 4,196 一般職

2,769

追加費用負担金 118

1,267

25

17

４. 委 託 料 30,000

５. 工事請負費 448,000

２. 施設維持費 61,038

１. 給 料 2,834 一般職員給料　　１名分

２. 手 当 1,708

420

391

390

57

450

下水道事業工事負担金

県事業工事負担金

水道事業債

項

市町村職員共済組合負担金

通勤手当

目

時間外勤務手当

通勤手当

公務災害負担金

配水管布設替工事費

款

項

　　　収　　入

地域手当

県互助会負担金

　　　支　　出

期末手当

備　　　考

退手組合負担金

（単位　千円）

地域手当

備　　　考

期末手当

時間外勤務手当

節

（単位　千円）

目

節款

勤勉手当

扶養手当

配水管布設替詳細設計委託料

一般職手当
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予 定 額

３. 法定福利費 1,296

805

38

440

7

6

４. 委 託 料 38,000

５. 工事請負費 17,200

３. 給水設備 6,000

改 良 費
１.量水器取替費 6,000

４. 固定資産 2,200

購 入 費 １. 備品購入費 2,200

5. 工事分担金 6,000

１. 工事分担金 6,000

２. 企 業 債 151,900

償 還 金
１. 企 業 債 151,900

償 還 金 １. 元金償還金 151,900 上 水 分　  73,407

14,837

39,699

23,957

節 備　　　考

配水池漏水調査委託料外

目款

市町村職員共済組合負担金

一般職

項

量 水 器 取 替

公務災害負担金

浄水場電動弁更新工事外

退手組合負担金

県互助会負担金

追加費用負担金

用水分　機  構  資  金（繰上償還）

舗装本復旧工事分担金

φ１３～φ７５　　423ヶ

（単位　千円）

パソコン・モニター

用 水 分　　

用水分　財政融資資金（繰上償還）
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令和７年度 市川町水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
(令和7年4月１日から令和8年3月31日まで）

Ⅰ．業務活動によるキャッシュ・フロー 千円

　　　当年度純利益又は当年度純損失（△） 25,305

　　　減価償却費 174,020

　　　固定資産除却損 5,100

　　　引当金の増減額 385

　　　長期前受金戻入額 △ 37,884

　　　受取利息 △ 1,404

　　　支払利息 18,836

　　　未収金の増減額 259

小　　計 184,617

　　　利息の受取額 1,404

　　　利息の支払額 △ 18,836

　　　業務活動によるキャッシュ・フロー 167,185

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　有形固定資産の取得による支出 △ 518,919

　　　国庫補助金等による収入 124,636

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 394,283

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　建設改良費等の財源に充当する企業債の収入 336,600

　　　建設改良企業債の償還による支出 △ 151,900

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー 184,700

Ⅳ．資金増加額（又は減少額） △ 42,398

Ⅴ．資金期首残高 762,251

Ⅵ．資金期末残高 719,853
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給 与 費 明 細 書 

 ⑴ 総 括 

（単位 千円） 

 備考 （ ）内は、再任用短時間勤務職員及びパートタイム会計年度任用職員を示す。 

（単位 千円） 

職

員

手

当

の

内

訳 

区  分 期末手当 勤勉手当 扶養手当 管理職手当 通勤手当 

本 年 度   7,243 5,946 1,026  780         1,144 

前 年 度 6,661 5,492 480  585           895 

比  較 582 454 546  195          249 

区  分 住居手当 特殊勤務手当 日 直 手 当 時間外勤務手当 地域手当 

本 年 度 336  20 500        3,490          688 

前 年 度 210  20 300        3,430            0 

比  較 126  0 200          60          688 

 

（注） 

・  令和 7年度において、令和 7年度 6月期末手当及び勤勉手当として 5,072 千円を支給するため

賞与引当金 1,884 千円を取り崩す。 

・  令和 7年度において、令和 7年度 6月期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費 1,007 千円を支

給するため法定福利費引当金 365 千円を取り崩す。

区  分 
職 員 数 （人） 給  与  費 

法定福利費 合 計 
特別職 一般職 報 酬 給 料 賃 金 職員手当 計 

本

年

度 

損益勘定支弁職員  
6 

（3）  21,415  13,977 35,392 8,718 44,110 

資本勘定支弁職員  
3 

（0）  11,004  7,196 18,200 5,492 23,692 

合  計  
9 

（3）  32,419  21,173 53,592 14,210 67,802 

前

年

度 

損益勘定支弁職員  
6 

（3）  19,466  11,079 30,545 7,735 38,280 

資本勘定支弁職員  
3 

（0）  11,487  6,994 18,481 5,850 24,331 

合  計  
9 

（3）  30,953  18,073 49,026 13,585 62,611 

比

較 

損益勘定支弁職員  
0 

（0）  1,949  2,898 4,847 983 5,830 

資本勘定支弁職員  
0 

（0）  △483  202 △281 △358  △639 

合  計  
0 

（0）  1,466  3,100 4,566 625 5,191 
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  ア 常勤職員・常勤の再任用職員・再任用短時間勤務職員 

（単位 千円） 

 備考 （ ）内は、再任用短時間勤務職員のみを示す。 
 

（単位 千円） 

職

員

手

当

の

内

訳 

区  分 期末手当 勤勉手当 扶養手当 管理職手当 通勤手当 

本 年 度 5,648 4,606 1,026  780 970 

前 年 度 5,321  4,371  480  585 721 

比  較 327 

 

235 546     195 249 

区  分 住居手当 特殊勤務手当 日 直 手 当 時間外勤務手当 地域手当 

本 年 度 336  20 500      2,350       537 

前 年 度 210  20 300      2,350         0 

比  較 126  0 200         0       537 

区  分 
職 員 数 （人） 給  与  費 

法定福利費 合 計 
特別職 一般職 報 酬 給 料 賃 金 職員手当 計 

本

年

度 

損益勘定支弁職員  
3 

（0）  13,912  9,577 23,489 6,991 30,480 

資本勘定支弁職員  
3 

（0）  11,004  7,196 18,200 5,492 23,692 

合  計  
6 

（0）  24,916  16,773 41,689 12,483 54,172 

前

年

度 

損益勘定支弁職員  
3 

（0）  12,905  7,364 20,269 6,201 26,470 

資本勘定支弁職員  
3 

（0）  11,487  6,994 18,481 5,850 24,331 

合  計  
6 

（0）  24,392  14,358 38,750 12,051 50,801 

比

較 

損益勘定支弁職員  
0 

（0）  1,007  2,213 3,220 790 4,010 

資本勘定支弁職員  
0 

（0）  △483  202 △281 △358 △639 

合  計  
0 

（0）  524  2,415 2,939 432 3,371 
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イ フルタイム会計年度任用職員・パートタイム会計年度任用職員 
（単位 千円） 

区 分 職員数（人） 
給 与 費 

報 酬 給 料 職員手当 計 

本 年 度 
3 

（ 3 ） 
 

－ 7,503 4,400 11,903 

前 年 度 
3 

（ 3 ） 
 

－ 6,561 3,715 10,276 

比  較 
0 

（ 0 ） 
 

－ 942 685 1,627 

区  分 共 済 費 合 計 備 考 

本 年 度 1,727 13,630  

前 年 度 1,534 11,810  

比  較 193 1,820  

 備考 （ ）内はパートタイム会計年度任用職員を示す。 

 

（単位 千円 

職
員
手
当
の
内
訳 

区  分 期末手当 勤勉手当 通勤手当 特殊勤務手当 時間外勤務手当 地域手当 

本 年 度 1,595 1,340 174 0 1,140 151 

前 年 度 1,340 1,121 174 0 1,080 0 

比  較 255 219 0 0 60 151 

 

 ⑵ 給料及び職員手当の増減額の明細 

（単位 千円） 

区 分 増減額 
増減額の増減 

事由別内訳 
説    明 備 考 

給 料 1,466  

昇給に伴う 

増 加 分 

616 ⑴のア 
 

平均昇給率 

4.58％ 

942 ⑴のイ 
 再度の任用による 

職務経験分加算 

その他の 

増 減 分 

△92 ⑴のア 異動に伴う減  

 ⑴のイ   
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職 員

手 当 
3,100  

その他の 

増 減 分 

2,415 ⑴のア 

期 末 手 当 

勤 勉 手 当 

扶 養 手 当 

管 理 職 手 当 

通 勤 手 当 

住 居 手 当 

日 直 手 当 

地 域 手 当 

327 

235 

546 

195 

249 

126 

200 

 537 

 

685 ⑴のイ 

期 末 手 当 

勤 勉 手 当 

時間外勤務手当 

地 域 手 当 

255 

219 

60 

151 

      

 

 

 ⑶ 給料及び職員手当の状況 
 

  ア 職員 1 人当たり給与 

（単位 円） 

区      分 一 般 行 政 職 技 能 労 務 職 

令和 7 年 4 月 1 日現在 

平 均 給 料 月 額 346,000    

平 均 給 与 月 額 399,900    

平 均 年 齢 44.1 歳   歳 

令和 6 年 4 月 1 日現在 

平 均 給 料 月 額 338,700    

平 均 給 与 月 額 368,400    

平 均 年 齢 45.0 歳   歳 

 

 

  イ 初任給 

（単位 円） 

区  分 一 般 行 政 職 技 能 労 務 職 
一 般 会 計 の 制 度 

一 般 行 政 職 技 能 労 務 職 

高 校 卒 194,500  192,500  194,500  192,500  

大 学 卒 220,000   220,000   
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ウ 級別職員数 

区 分 
一 般 行 政 職 技 能 労 務 職 

級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％） 

令和 7 年 

4 月 1 日現在 

6 級 1 16.7 2 級   

5 級 0 0.0 1 級   

4 級 3 50.0    

3 級 1 16.7    

2 級 0 0.0    

1 級 1 16.6    

計 6 100.0 計   

令和 6 年 

4 月 1 日現在 

6 級 1 16.7 2 級   

5 級 0 0.0 1 級   

4 級 3 50.0    

3 級 1 16.7    

2 級 0 0.0    

1 級 1 16.6    

計 6 100.0 計   

 

  （級別の標準的な職務内容） 

区 分 6 級 5 級 4 級 3 級 2 級 1 級 

一般行政職 局 長 次 長 局長補佐・係長 主 査 主 事 主 事 

 

  エ 昇 給 

区         分 合 計 
代 表 的 な 職 種 

一般行政職 技能労務職 

本年度 

職 員 数（A）（人） 6    6     

昇給に係る職員数（B）（人） 6    6     

号給数別職員数 

1 号級 0    0     

2 号級 0    0     

3 号級 0    0     

4 号級 6    6     

比 率（B）／（A）（％） 100.0   100.0    

前年度 

職 員 数（A）（人） 6    6     

昇給に係る職員数（B）（人） 6    6     

号給数別職員数 

1 号級 0    0     

2 号級 0    0     

3 号級 0    0     

4 号級 6    6     

比 率（B）／（A）（％） 100.0   100.0    
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   オ 期末手当・勤勉手当  ※（ ）内は再任用短時間勤務職員にかかる支給率 

区 分 
支給期間別支給率 

支給率計 
職制上の段階・
職務の級等に 
よる加算措置 

備 考 
6 月 12 月 

本年度 
2.30 月分 

（1.20） 
2.30 月分 

（1.20） 
4.60 月分 

（2.40） 
有  

前年度 
2.25 月分 

（1.175） 
2.25 月分 

（1.175） 
4.50 月分 

（2.35） 
有  

一般会計の制度 
2.30 月分 

（1.20） 
2.30 月分 

（1.20） 
4.60 月分 

（2.40） 
有  

 

カ 定年退職及び勧奨退職に係る退職手当 

区 分 20 年勤続の者（月分） 25 年勤続の者（月分） 35 年勤続の者（月分） 

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 

一般会計の制度 

（支給率等） 
24.586875 33.27075 47.709 

区 分 最高限度（月分） その他 の加 算 措 置 等 備   考 

支給率等 47.709 
定年前退職加算制度有 

3～45％ 

 

一般会計の制度 

（支給率等） 
47.709 

定年前退職加算制度有 

3～45％ 

 

 

          キ 特殊勤務手当 

区  分 全 職 種 一 般 行 政 職 技 能 労 務 職 

給料総額に対する比率（%） 0.08 0.08 
 

支 給 対 象 職 員 の比 率 （%） 

（令和 7 年 4 月 1 日現在） 
100.0 100.0 

 

代表的な特殊勤務手当の名称 給水停止・劇薬取扱作業等 

 

          ク その他の手当 

区  分 一般会計の制度との異同 差 異 の 内 容 

扶 養 手 当 同  

住 居 手 当 同  

通 勤 手 当 同  
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円 円 円
　 １．営　業　収　益

(1) 給 水 収 益 287,072,000

(2) 受 託 工 事 収 益 3,636,000

(3) そ の 他 営 業 収 益 4,954,000 295,662,000

　 ２．営　業　費　用

(1) 原 水 及 び 浄 水 費 52,926,000

(2) 配 水 及 び 給 水 費 81,595,000

(3) 受 託 工 事 費 3,636,000

(4) 総 係 費 23,646,000

(5) 減 価 償 却 費 179,884,000

(6) 資 産 減 耗 費 5,100,000

(7) そ の 他 営 業 費 用 100,000 346,887,000

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　営 業 損 失 51,225,000

　 ３．営 業 外 収 益

(1) 受取利息及び配当金 652,000

(2) 加 入 分 担 金 900,000

(3) 長 期 前 受 金 戻 入 40,480,000

(4) 雑 収 益 35,000

(5) 他 会 計 補 助 金 1,009,000 43,076,000

　 ４．営 業 外 費 用

(1) 支 払 利 息 17,770,000

(2) 雑 支 出 60,000 17,830,000 25,246,000

　 経 常 損 失 25,979,000

　 ６．予　備　費 

(1) 予 備 費 2,000,000 2,000,000 2,000,000

27,979,000

54,249,975

26,270,975当年度未処分利益剰余金

(令和6年4月1日から令和7年3月31日まで)

令和６年度 市川町水道事業予定損益計算書

当 年 度 純 損 失

前年度繰越利益剰余金
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１．固　定　資　産　　　　 円 円 円 円

(1)

土 地 75,933,527

建 物 276,165,572
減価償却累計額 △ 155,528,270 120,637,302

構 築 物 7,723,183,902
　減価償却累計額 △ 3,326,786,200 4,396,397,702

機 械 及 び 装 置 1,958,060,434
減価償却累計額 △ 1,651,308,679 306,751,755

車両及び運搬具 8,303,920
減価償却累計額 △ 6,800,863 1,503,057

工具器具及び備品 17,014,659
減価償却累計額 △ 16,159,917 854,742

建 設 仮 勘 定 265,874,363

5,167,952,448

(2)

　 電 話 加 入 権 124,184

124,184

5,168,076,632

２．流　動　資　産

(1) 762,250,591

(2) 19,633,680
△ 1,435,736 18,197,944

(3) 11,746,315

　　　 　　　　　　　　　　　　　流 動 資 産 合 計 792,194,850

資 産 合 計 5,960,271,482

貸 倒 引 当 金
未 収 金

イ.

ロ.

ハ.

ニ.

固 定 資 産 合 計

ホ.

有形固定資産合計

イ.

無形固定資産合計

令和６年度 市川町水道事業予定貸借対照表

貯 蔵 品

へ.

ト.

令和7年3月31日

資  産  の  部

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

現 金 ・ 預 金
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３．固　定　負　債 円 円 円 円

(1)

イ．建設改良費等の財源
2,246,113,821

企 業 債 合 計 2,246,113,821

固 定 負 債 合 計 2,246,113,821

４．流　動　負　債

(1)
イ．建設改良費等の財源

81,440,000

企 業 債 合 計 81,440,000

(2) 0

(3) 0

(4) 0

(5)

イ．賞 与 引 当 金 1,884,000
ロ．法定福利費引当金 365,000

2,249,000

83,689,000

５．繰　延　収　益

(1) 2,259,991,713

(2)

繰 延 収 益 合 計 948,114,804

3,277,917,625

△ 1,311,876,909

前 受 金

預 り 金

負 債 合 計

引 当 金

引 当 金 合 計

長 期 前 受 金

長期前受金収益化累計額

流 動 負 債 合 計

負  債  の  部

企 業 債

企 業 債

未 払 金

　に充てるための企業債

　に充てるための企業債
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６．資　本　金 円 円 円 円

(1) 2,003,716,780

７．剰　余　金

　(1)

工 事 負 担 金 99,191,774

国 庫 補 助 金 55,003,280

他 会 計 補 助 金 29,238,095

　　　　　　　　　　　　　 183,433,149

　(2)

減 債 積 立 金 82,111,527

利 益 積 立 金 30,000,000

建設改良積立金 356,821,426

当 年 度 未 処 分 26,270,975
　　　　利 益 剰 余 金

495,203,928

678,637,077

2,682,353,857

5,960,271,482

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

利 益 剰 余 金

イ.

ハ.

ニ.

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

ロ.

資 本 剰 余 金

イ.

ロ.

ハ.

資 本 剰 余 金 合 計

資  本  の  部

資 本 金
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財 務 諸 表 等 に 係 る 注 記

Ⅰ．重要な会計方針

　１　資産の評価基準及び評価方法

　　　　貯蔵品　　　先入先出法による原価法

　２　固定資産の減価償却の方法

　（１）有形固定資産

　　　・　減価償却の方法

　　　　　定額法による。

　　　・　主な耐用年数

　　　　　建物　　　　　　　８年～５５年

　　　　　構築物　　　　　　３年～５８年　　

　　　　　機械及び装置　　　５年～３０年

　　　　　車両及び運搬具　　５年～　９年

　　　　　工具器具及び備品　２年～２０年

　３　引当金の計上方法

　（１）退職給付引当金

　　　　「職員の退職手当に係る取扱いに関する覚書」に基づき、一般会計に対し毎事業年度一定の

　金額のみを公営企業が負担することにより、追加的負担が発生しないため、退職給付引当金を

　　　　計上していない。　

　（２）賞与引当金及び法定福利費引当金

　　　　職員の期末勤勉手当の支給並びに手当の支給に伴い発生する法定福利費の支払に備えるため、

　　　当事業年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（12月から３月までの４

  か月分）を計上している。

　（３）貸倒引当金

　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、回収不能見込額を計上している。

　４　消費税等の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ．予定キャッシュ・フロー計算書等関連

　　重要な非資金取引なし。
　
Ⅲ．リース契約により使用する固定資産

　１　リース取引の会計処理

　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっている。

　２　賃貸借処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

　　　１年内 千円

　　　１年超 千円

　　　　計 千円

2,444

10,284

12,728
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円 円 円
　 １．営　業　収　益

(1) 給 水 収 益 275,123,000

(2) 受 託 工 事 収 益 1,818,000

(3) そ の 他 営 業 収 益 4,456,000 281,397,000

　 ２．営　業　費　用

(1) 原 水 及 び 浄 水 費 55,341,000

(2) 配 水 及 び 給 水 費 79,997,000

(3) 受 託 工 事 費 1,818,000

(4) 総 係 費 22,691,000

(5) 減 価 償 却 費 174,020,000

(6) 資 産 減 耗 費 5,100,000

(7) そ の 他 営 業 費 用 100,000 339,067,000

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　営 業 損 失 57,670,000

　 ３．営 業 外 収 益

(1) 受取利息及び配当金 1,404,000

(2) 加 入 分 担 金 900,000

(3) 長 期 前 受 金 戻 入 37,884,000

(4) 雑 収 益 27,000 40,215,000

　 ４．営 業 外 費 用

(1) 支 払 利 息 18,836,000

(2) 雑 支 出 60,000 18,896,000 21,319,000

　 経 常 損 失 36,351,000

　 ５．特　別　利　益

そ の 他 特 別 利 益 66,668,000

　 ６．特　別　損　失

そ の 他 特 別 利 益 3,012,000

　 ５．予　備　費 

(1) 予 備 費 2,000,000 2,000,000 2,000,000

25,305,000

26,270,975

51,575,975当年度未処分利益剰余金

(令和7年4月1日から令和8年3月31日まで)

令和７年度 市川町水道事業予定損益計算書

当 年 度 純 利 益

前年度繰越利益剰余金
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１．固　定　資　産　　　　 円 円 円 円

(1)

土 地 75,933,527

建 物 276,165,572
減価償却累計額 △ 161,201,412 114,964,160

構 築 物 7,916,076,087
　減価償却累計額 △ 3,463,985,816 4,452,090,271

機 械 及 び 装 置 2,019,042,073
減価償却累計額 △ 1,682,194,143 336,847,930

車両及び運搬具 8,303,920
減価償却累計額 △ 7,042,100 1,261,820

工具器具及び備品 17,014,659
減価償却累計額 △ 16,179,127 835,532

建 設 仮 勘 定 525,818,179

5,507,751,419

(2)

　 電 話 加 入 権 124,184

124,184

5,507,875,603

２．流　動　資　産

(1) 719,852,984

(2) 19,374,680
△ 1,676,736 17,697,944

(3) 11,746,315

　　　 　　　　　　　　　　　　　流 動 資 産 合 計 749,297,243

資 産 合 計 6,257,172,846

無形固定資産合計

令和７年度 市川町水道事業予定貸借対照表

貯 蔵 品

へ.

ト.

令和8年3月31日

資  産  の  部

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

現 金 ・ 預 金

貸 倒 引 当 金
未 収 金

イ.

ロ.

ハ.

ニ.

固 定 資 産 合 計

ホ.

有形固定資産合計

イ.
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３．固　定　負　債 円 円 円 円

(1)

イ．建設改良費等の財源
2,434,530,821

企 業 債 合 計 2,434,530,821

固 定 負 債 合 計 2,434,530,821

４．流　動　負　債

(1)
イ．建設改良費等の財源

77,723,000

企 業 債 合 計 77,723,000

(2) 0

(3) 0

(4) 0

(5)

イ．賞 与 引 当 金 1,993,000
ロ．法定福利費引当金 400,000

2,393,000

80,116,000

５．繰　延　収　益

(1) 2,384,628,077

(2)

繰 延 収 益 合 計 1,034,867,168

3,549,513,989

△ 1,349,760,909

負  債  の  部

企 業 債

企 業 債

未 払 金

　に充てるための企業債

　に充てるための企業債

前 受 金

預 り 金

負 債 合 計

引 当 金

引 当 金 合 計

長 期 前 受 金

長期前受金収益化累計額

流 動 負 債 合 計
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６．資　本　金 円 円 円 円

(1) 2,003,716,780

７．剰　余　金

　(1)

工 事 負 担 金 99,191,774

国 庫 補 助 金 55,003,280

他 会 計 補 助 金 29,238,095

　　　　　　　　　　　　　 183,433,149

　(2)

減 債 積 立 金 82,111,527

利 益 積 立 金 30,000,000

建設改良積立金 356,821,426

当 年 度 未 処 分 51,575,975
　　　　利 益 剰 余 金

520,508,928

703,942,077

2,707,658,857

6,257,172,846

資 本 剰 余 金

イ.

ロ.

ハ.

資 本 剰 余 金 合 計

資  本  の  部

資 本 金

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

利 益 剰 余 金

イ.

ハ.

ニ.

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

ロ.
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財 務 諸 表 等 に 係 る 注 記

Ⅰ．重要な会計方針

　１　資産の評価基準及び評価方法

　　　　貯蔵品　　　先入先出法による原価法

　２　固定資産の減価償却の方法

　（１）有形固定資産

　　　・　減価償却の方法

　　　　　定額法による。

　　　・　主な耐用年数

　　　　　建物　　　　　　　８年～５５年

　　　　　構築物　　　　　　３年～５８年　　

　　　　　機械及び装置　　　５年～３０年

　　　　　車両及び運搬具　　５年～　９年

　　　　　工具器具及び備品　２年～２０年

　３　引当金の計上方法

　（１）退職給付引当金

　　　　「職員の退職手当に係る取扱いに関する覚書」に基づき、一般会計に対し毎事業年度一定の

　金額のみを公営企業が負担することにより、追加的負担が発生しないため、退職給付引当金を

　　　　計上していない。　

　（２）賞与引当金及び法定福利費引当金

　　　　職員の期末勤勉手当の支給並びに手当の支給に伴い発生する法定福利費の支払に備えるため、

　　　当事業年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（12月から３月までの４

  か月分）を計上している。

　（３）貸倒引当金

　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、回収不能見込額を計上している。

　４　消費税等の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ．予定キャッシュ・フロー計算書等関連

　　重要な非資金取引なし。
　
Ⅲ．リース契約により使用する固定資産

　１　リース取引の会計処理

　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっている。

　２　賃貸借処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

　　　１年内 千円

　　　１年超 千円

　　　　計 千円

2,421

8,345

10,766
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